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ソ連邦における労働権概念の・一考察（1）  

－－オ・ヴ、エ・スミルノフの所説を中心として－一・一  

中 村 賢 二 郎  

は．じめに  

1．主観的権利と権利能力  

2… 二主観的権利と法関係  

3．法規範・権利能力・法関係・主観的権利の相互関係  

に．かんするスミルノフの説  

4．労働の権利の実現過程（次号）  

はじめに  

社会主義革命に．より，すでに．勤労者が旛力の主体となった社会主義諸国のど  

の憲法をみても市民の重要な基本的権利として．労働め権利が規定されているこ  

とほ周知のとおりであるが，そ・の法的意味は何であるのか。またそ・の権利とし  

て－の性格と内容は一り匪何であるのだろうか。   

資本主義的経済制度の－－・掃，生産用具と生産手段の私的所有の廃止，ならび  

に．人間による人間の搾取の絶滅の結果確立された社会主義社会において，市民  

の労働の権利が国民経済の社会主義的離織と社会の生産諸カのたゆみない発  

展，経済恐慌の可能性の除去および失業の解消に．よって経済的にも体制的に．も  

保障されて：いることは云うまでもない。   

しかし，このように経済的に．も体制的に．も保障されている社会主儀法制度の  

●● なかにおいても今日なお労働の権利がまさ紅労働の権利として一塊定され法的保  

障をうけねばならない甲ほ何放か，またその権利構造や法的性格は何であるの  

かといった基本的問題については十分な分析がなされているとは決していえな  

い。これはまた社会主義憲法上のその他の市民の基本権についても共通してと  

わるべき性質の問題でもある。そしてこの間題の解明ほ社会主義社会に．おける  

法規範と主観的権利の相互関係の問題，とりわけそこに．おける権利一・般の性格   
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と存在構造といった法の一L般理論の問題とも関連して研究されねばならない。  

労働の権利が社会主義社会の市民の基本権のなかでもとりわけ原基的性格の重  

要な基本的権利であることからしても，以上のようなその権利構造の法理論的  

解明やその実現過程の分析が当然なさるべきであるの紅問題の墓要性に較べて  

従来ソ連邦に‥おいてこもこ．のような見地からする十分な研究成果がみられなかっ  

たことほ，そのこと自体－－・つの社会的意味をもっているように思える。   

このような見地からすると，1964年に．出版されたカ・・ヴェ・スミルノフの労  

（1） 作「■ソ連邦における労働の権利の性格と本質」ほ．承近のソビエト法学者が労働  
の権利というこ．の一つの法概念を如何に法理論的紅構成し，またこの権利の内  

容と実現型態をどのようにみようとしているかを知るうえで一つの畠重な文献  

である。以下同書の核心をなしているとみられる労働権概念紅かんする個所を  

中心に紹介していく。  

1．主観的権利と権利能力  

ところでスミルノフは労働の権利概念の分析を，戦後ソビエト法学界でこれ  

まで展開されてきた法の－・般理論にかんする問題との関連のなかでほじめる。  

したがって，スミルノフ説め紹介をするまえに先ず少くとも最近この間題につ  

いてなされて－きた論争をふりかえり，・その概略を知っておく必琴があるが，  

それ自体かなり労力をようする重要な作業でもあるので，本稿でほスミルノフ  

説の理解を容易にする限りにおいて－簡単にふれておくことにした。   

法規範・権利能力・法関係・主観的権利の相互関係について普通次のように  

理解されて－いる。   

「主観的権利・義務ほ．行為の準則として－の法を具体的関係に．適用した結果で  

ある。したがって，それほ法規範によって人や組織にあたえられた可能性であ  

（1）0．B・CMHPHOB：npHpOAaH CyulHOCTbnpaBa HaTpyABCCCPlH3RいFOpH・ 
ÅHtleCKa月：JIHTepaTypa′Moc王くBa”1964りCTp・210 なお同名の法学者がいること紅   

注意 B・H・CMHpIlOB：t（oHKypC B COBeTCKOM TpyZLOBOM rIpa】∋e・1960 H3Zt・   
刀ry．   
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り，法規範を社会関係に反作用させた結果であり，その反作用のもとで法関係  

が形成される。このような客観的放と主観的権利の相互関係の理解ほ，主観的  

権利を法関係の要素（構成部分）とする認識に．もとづいており，何らかの法関  

係に．参加して－いると否と紅かかわらず法によって万人に．付与される権利能力と  

は区別される。したがって，このような主観的権利とその現象の内容を追究す  

るに偲，それと類似する現象である権利能力とを区別する必要がある。権利能  

力と主観的権利の相互関係は，わが国の法律文献でしばしば云われているよう  

に権利・義務の取得の可能性と現実性に．よって決定される。権利能力は具体的  

法関係に．おいて権利・義務をもちうる－・般的可能性である。主観的権利はあら  

ゆる法主体が取得する権利能力とはちがって，－一億の法事実が存在する嶺合に 

その法関係の個々の参加者に生ずる。叫…主観的権利を実現するためには本人  

が権利能力ある主体であることだけで隠不十分であって，特定の具体的法関係  
（2）  

の参加者でなければならない。」   

戦後ソビエト市民・社会団体・国家機関の主観的権利にかんサーる問題はソビ  

ェト法学者の間でます－ます注目されはじめたが，市民の権利と法益の擁護こそ  

が今日の社会主義的適法性の最も重要な課題となっているかぎりこれほ当然な  

こととも云える。ところで戦後この主観的権利にかんする問題ほ専ら良法・労働  

（3） 法の分野で研究されはじめてきたようである。しかし，スミルノフによれば，こ  

（2）A．B・机H叩くeB椚一・HeKOTOpble BOIlpOChIytIeHH兄 O Cy6もeKTHBHbIX r7paBaX，   

く口paBOBeAeHHe＞1958r・nO・1cTPl・30  

（3）労働の権利紅かんする戦後の文献には次のようなものがあげられる。   

H・r・AmeI（CaH月pOB：Tpy几OBOe叩aBOOTHOuIeHHe，FOp甲Z（aT・M・，1948・A・Eo   
nauepcTHHX：npaBO Ha TPyE，封3Z（・AH CCCP，川・，1951小 EIAcTpaXarI，C   
Kapm虻椚摘，A・CTaBueBa：PoJrb COBeTCIくOrO Tpy且OBOrO rrpaBa BIIJraHO730M   
O6ecnetleHHH HapOAHOrOXO3月葺CTBaKaZtpaMH，rOCIOpH3AaT，1955・A・C・naHIKOB：   
npa730BbleゆOpMZ）rO6ecrIeqeHH兄rIpOH3BOACTBatくaZ（paMHBCCCP，rOCIOpH3ZLaT，  
1961・M・n・r KaprIyHZHH：CoIIHaJIHCTHtZeCKOe TpyEOBOe npaBOOTHOnIeHHe小rOC・   
旧p罷3属aT，M・，1958 

なお，とれ以外紅主観的権利紅かんする戦後の主要文献（雑誌論文は除く）を次紅あ   

げて：おく。   

C・H・6paTyCb‥Cy6be‡くTbIrpaXRaHCKOrOIlpaBa・rbc王OpH3AaT，肌・，1950・A・B・   

Be打eRZIZ（TOB：rOCyRaPCTBeHZIa兄CO叩紹JZHCT椚eCf（a刃CO6cTBeHF70CTb．H3．環・AHCCCP，   
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の権利の性質や内容にかん■する多くの問題がいまだに解明されていない。特に  

ソビ，エト市民の主観的権利の川－J・般理論からみた労働の権利の概念にかんする問  

題が十分研究されていないと指適し，彼は労働の権利を主観的権利という視点  

より考察する。このような問題設定をする披ほ労働の権利が本来もつ憲法上の  

基本権的性格を一応捨象して，まずそれを主観的権利－・般の問題に解消して考  

察する。しかし彼の発想と思考過程の基底にほ一・般の民事上の主観的権利とほ  

異った基本権としての労働の権利の特殊性を考慮しているようである。   

スミルノフほまず彼の主観的権利の概念を明確紅する作業をそれと混同され  

やすい権利能力概念との相互関係を明らやにすることからほじめる。普通，ソビ  

エトの文献では「労働の権利は主として市民の権利能力の要素」であると考え  

られている。このような通説をとるア・ヴェ・べ．ネデクトフ，エス・．エ．ヌ・プラート  

机－n・，1948・0・C・Ho¢¢e：npaBOOTfrOl□eHHerTOCOBeTCKOMyrpa）KZLaflC甲My  
rrpaBy・H3Rlnry，JI・，1949・肌rl・KapeBaIiC・q）lf（etleKh5IH：Te3HCbIl（OKtna′環OB＜O  
COl堪aJIHCTHtZeCKOM rTPaBOOTHOulef7H＝＞・リHH－T rIPaBaAHCCCP，肌，1956，Hいr 
AJIe王（Ca王‡LtpOB：HeKOTOpbIe BOrrPOCbIytleHIイ兄O rIPaBOOTHO工ⅡeIⅢHTpy且N Ha・  

yqHOiiceccHHBHfOH，1948・erO〉Ⅸe：3aIくOH＝OCTbHrIPaBOOTHOl□et相方B COB・  
eTCKOM O6uleCTBe．rOCIOPH3AaT…肌′，1955・erO）Ke：npaBOBZire OⅢOLuehH51B  
coI研aJmCTHqeCKOM O6叫eCTBe…H3几MryLr1959・erO）Ke：npaBO H3aIくOHHOCrb  

B rIepHO瓜Pa3BepHyTOrLOCrPOHTeJIbCTBaIくOMMyZIH3Ma・rOCIOpH3Z（aT・1961・erO  
諾e：fOpHZLHtleCKa兄HOpMa H rIpaBOOTHOuleHHel軋り1947・C・＠”KetleXb兄H‥  
npaBOOTHOIHeHH兄BCOIIHaJrHCr椚eCKOMyO6LueCTBeln3R・AHCCCP一m”，1958 
Al，肌．A敢3eH6epr，M・n”KapeBa：npaBOBbreHOPMb川rTPaBOOTHOZneHH5ll爪・，  
1949，n．A．KepHMOB：06ecTTetZeHHe3aI（OHHOCTIIB CCCP・M・，rOCIOpH3AaT・  
1956，几C・・5lBHq：HeI（OTOpbIe TeOpeTHqeC王くHerIpO6t汀eMbIOCy叫eCTB3ZeHH兄HOpM  

coBeTCIくOrOrIpa畠a“＜ytIeHbIe3aTIZ4CKHTaz（XⅢKCKOrOrOCyHHBePCHTeTa＞，T・ⅩⅠ・  
CTaJrHFIa6azL．：1956，K．Opalek：P【aWO POdmiotowie，W・，1957r O‖C Ho帥？： 
CrIOpHbTe BOrrPOCbrytleHH兄O rIpaBOOTHOuIeHZIH くOtzepKH nO rpa）ⅨRaHCKOMy  
rIpaBy－＞－C60pHHK CTaTe見，H3几・Jlry1957・CTp”2l－64・0・C・Ho佳ゆe  
H m．几ⅢapropoRCK比良：BorIpOCu TeOpH班rrpaBa，rOCIOpZ13AaT，196l・E・A 
◎Jre翫m叫：CooTHOLueHHeIlpaBOCrrOCO6HOCTHH Cy6もeIくTHBHhlX rIPaBuC60pHHK  
＜BorlpOCZJO6ule貞TeOpH班 eOBeTCKOrO npaBa‘＞rocIOpH3AaT・1960lu・A 
只MIlOJIbCKa5I：O cy6もeKTHBHE）ⅠⅩrIpaBaX COBeTCKZ4X rpaX几atIH HX rapaHTH兄Ⅹ，  

C60pHHZ（＜BorIPOCbICOBeTCKOrOrOCyRapCTBeHHOrO npaBa＞H3AuAHCCCP・1959 
A．B。肌叫KeBHq：Cy6beKTbICOBeTdKOrOT7PaBa，肌・，rOCIOpH3AaT・1962」OlK・  
ToJrCTO蔦‥KTeOpHHrlpaBOOTHOuleHH臥H3A，J7ry・1959・B・C”OcHOBHH：rOCy・  
ZtapCTBeH月0・・rlpaBOBhIe OTHOureH肌・fOpH3AaTM・，1965等◇   
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ス，・ユ・カ・トルストイを，彼ほ「労働の権利がもつ主観的権利の性質を否定  

しj．、 する」ものであると批判する。   
例えば，プラ・－トスほ「労働の権利は労働契約とか協同組合の組合員とかい  

った型の具体的労働法関係のなかで実現される。したがって，労働の権利はそ  

れを実現するこ．とによってはじめて当該人格に労働の権利が生ずるのであるか  

ら，それ自体とし■て．ほ主観的梅利でほ．なくてソビエト市民の権利能力の要素で   

（5） ある」とみる。   
またべネデクトフも「ソ連邦憲法欝12・118条の基本的権利・義務の－・つと  

して：の労働の権利は，労働上の法主体性rIpaBOCy6・beKTHOCTbの要素（コル  

ホーズおよび工業アルテリの労働法関係を含めて）であると同時に・，ソビ、ヱ・卜  

の市民の民事上の法主体性の最も重要な前提であり基礎である。この意味から  

すると労働の権利ほ民事上の権利能力の要素でもあり，新しいソ連邦民法では  

個人的所有権，著作権，発明権，債権，相続権などとならんでソビエト  
－
．
・
 
 あ
 
 

民事上の権利能力の内容を構成する基本的権利のなかに入れられる   で
 
 とのべている。   

同様にトルストイも労働の権利ほ市民の側に「法主体性の要素としてのみ」  
し：一  

発生すると考える。なお，ア・グ．ェ・ミツケピッチ・も一応同一＼見解をとってい  

（4）0・B…CMHpHOB：yKa3 pa60Ta，CTp“9 
（5）CりH・BpaLryCb：Cy6もeKTbrrPa）Ⅸ皿甲CZ（OrOⅢpaBa，rOCfOPH3AaTり1950・・CTpl，47 

（6）ArB，BeHeZLHKTOB：O cy61，eKTaX COuHaJmCT椚eCKHX npaBOOTHOIHeHH針くCoB－   
eTCKOerOCyZLaPCTBOHr7PaBO＞・1955r”nO・I6cTpu22彼ほこE：で法主体性と権利醜   
カを同義語として使っている。  
なお，彼は，あらゆるソピエ・ト市民がそれぞれソビエト法の1主体であるが，しかし   

それは，具体的法関係紅応じて色々な型の法主体性をもつとして，権利能力を－L般的権   

利能力06叫a兄rrpaBOCrrOCO6HOCTZ）と部門別権利能力oTpaCJIeBa兄rrpaBOCr10CO6HT   
OCTb（C．軋 ケチ．ェ．キャンの場合はCrleLLHaJIbHa5I）とに区分する。このような区別は   

ソビエト市民の棍利能力の■－・般概念と社会主義法の個々の部門における権利能力の個別   

的型態を理論的に構成する上で必要なはかりか，ソビ，エト法の適用の実践において市民   

の権利能力の個々の塾態間の相互関係を確定するためにも必要であると考える。CTp・   

21－22  

（7）fO・KToJrCTOfi：K TeOpHHnpaBOOTHOLueHH5I・H3R－BOJIryr1959・CTP・71なお   
註位瑚の本文参照のこと。   
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（8） るとみられる。   
以上のような諸説把．対しでスミルノフは，このような労働の権利の解釈にほ  

同意できない。ソビエト市民の労働の権利は患法上の他の市民の諸権利と同様  

主観的権利であり，権利能力の要素としてみることほできない。このような考  

え方は権利能力と主観的権利の概念の混同をまねきかねないと批判する。彼の  

主張はこ．の両概念の混同もしくは同一・視にたいする批判を起点として－はじめら  

れている。   

権利能力と主観的権利とは，1957年12月2日のレニングラ－ド大学法学部の  

哲学セミ．ナ－の例会でグ．ェ・カ・ライフェル教授も述べたよう紅本来相互に関  

〈9） 達した類概念であるが別のものなのである。   
ではスミルノフはこれをどのように区別する？か0「ソ連邦および連邦構成  

（10）  

共和国の民事立法の基礎」第8条によると．，権利能力ほ法によって規定された  

（8）彼ほ同じこ．とをまず一腰的義務という視点から次のようにみる。「ソ連邦市民の患法   

上のその他の一般的義務（労働規律順守の義務，祖国防衛の義務）も同様に磯利能力の   

要素である。しかし，具体的状況下では，とれらの義務ほあれこれの市民には法関係の   

なかで具体的義務となり，これらの義務に．管理部の（労働法関係における）あるいは国   

家機関の（例えば徴兵のさいの）一定の権利が対応する。市民の義務のなかに・も権利能   

力の要素としての－・般的義務と法関係の要素としての具体的義務を区別しなければなら   

ない。後者濫たいしてこ特定の主観的権利が対応する。労働の権利，教育をうける権利お   

よびその他のソビエト市民の基本梅も同様に・国家紅たいする権利であり，権利能力の要   
素である」AいB‖MHqⅨeBH月：y重くa3・CTaTb乱CTp・34なおミツケピッチ偲次にスミルノ   

フが指摘するように主観的権利と権利能力とを混同するよりもむしろ意識的に区別す   
る。（註（26）の本文参照）しかしその区別はスミルノフ的な意味でされているわけでは決   

してない。  

（9）こ．のセミナ・－－の例会でほ・ユ・カ・トルストイの「法関係の－・般理論の哲学的問題狂っ   

いて」というテーマの報告を中心紅討議され，B・KlPa葺Ⅹepの発言もとのなかでされ   

たものである。「報告者ほ権利能力と主観的権利の相互関係を，抽象的関係と具体的関   

係，－・般的関係と個別的関係と規定する。しかし＜－・般的＞と＜個別的＞（グJ・イ・レ  

－ニンが「管学ノー・ト」で例示した犬は一腰的なもPであり，クロという犬名は個別的   

であるといっ長ように）というのほ顛的存在のそれぞれ異った型態であり，類とその類   

の個々の表象である。しかし，権利能力と主観的権利とほ相互に関連しあっているとは   

いえ，それぞれ異った類的概念である」くnpaBOBe，4eHHe＞1958r・nOl2cTP・・159，′  

（10）「第8条 市民の権利能力と行為能力   

① 民事上の権利および義務をもつ能力（民事上の権利能力）は，ソ連のすべての市民   

に平等にみとめられる。市民の権利能力は出生のとき紅発生し，死亡によって消滅す  

る。   
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権利と義務をもつ能力であり，したがって権利能力とは権利取得の能力CnOC－  

06HOCTbKrIpaBOO6JIaAaHHfOであって，権利取得それ自身とは異る。権利能  

力とほ市民が如何なる権利をもちうるやという視点からの市民の状態を規定す  

るものである。したがって，ここで権利と義務を指定するこ．とは．，要するに・国  

家が権利能力の容積を規定す－るこ．とにすぎない。   

このような見地から上述の通説を次のように・批判する。プラートスが権利  

能力と主観的権利の相互関係を「権利能力は権利取得に必要な条件，すなわち  

（11） 主観的権利の必要な前提である」とし，また「権利能力は法のみとめた主観的  
（12）  

権利のあらゆる可能な表象の総体的かつ－・般的表現にはかならない」と区別し  

たのほ′正しい。しかし，プラ・－トスもトルストイも労働の権利を専ら権利能力の  

要素としてのみみて，その権利を取得しているということそ・れ自体を否認し，  

確民にたいして権利取得の能力しかみとめない。ところがスミル′フは「労働  

の権利というのは権利の取得それ自体であって，権利取得の能力とかあるいほ  
（柑）  

可能性でほない」という。   

でほプラ・一トスやトルストイがなぜ労働の権利を主観的権利ではなくて，市  

民の権利能力の要素としてしか認めないのか。その原因は草するに彼によれぼ  

主観的権利ほ法関係の外でほ考えられない。法関係のなかで実現するのは主観  

的権利でほなくて，権利能力であるという2つの誤った考え方のためであると  

云う。   

⑧ 自分の行為によって民事上の権利を取得し，自分のために・民事上の義務をもうける   
市民の能力（民事上の行為能力）は，成年にたっしたとき，すなわち18才にたっした   
とき，完全に発生する。未成年者の限定行為能力ならびに成年の行為能力を制限する   
場合および手続ほ，ソビ．エト連邦および連邦構成共和国の法令匿よって定められる。   
⑨ いかなる者も，法律の定める場合と手続濫よらなければ上板利能力または行為能力   
を制限されない。権利能力またほ行為能力の御唄を目的とする法律行為は・鱒効であ  
る。」相子恒夫訳「ソ連の新民法」＜法政論集＞・第30号64－“65・ぺ・一汐◇  

（11）C・H BpaTyCb：yKa3lpa60Ta，CTP”5  

（12）Cい汁6paTyCb：yIくa31r pa60TalCTP・13  

q3）0・BlCMHpHOB：y重くa3一pa60Ta・CTp・10   
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2．主観的権利と法関係  

ところで主観的権利を権利能力の要素とみる論者の多くほ，同時にまた「主観  
（14）  

的権利を法関係の要素の1つ．」とみて，普通法関係の外でそれを考えることはで  

きないとする。スミルノフはこのような説にたいして更に批判を加えていく0   

しかしこ．のように法関係の要素のなかの1つとして－主観的権利をみる論者の  
（16）  

なかにも，ある者は主観的権利と権能npaBOMOqHeを同一㈲し，またある者は  
（1＄）  

主観的権利をあれこれの権能からなる法関係の要素として考えるが，いずれに  

u4）0‖B…CMHpHOB‥yIくa3りpa60Ta・CTp・10  

u5）H“r”AJTeKCaHZtPOB：TpyztoBOe叩aBOOTHOIHetme・IOpH3几aT・1948・CTp・256，   
ero）Ⅹe：3aKOHHOCTbHrIpaBOOTHOIueH胡ほ【B COBeTCKOMO6uェecTBe・rOCtOP；王3RaT 
鳳・，1955lCTp巾107，C小H…6paTyCb：yKa3・pa60－an CTp”5なお，エム・エス・ストロ   
ゴビチも主観的権利を法関係の要素として「一定の方法で行為し，他人紅一建の行為を   
要求する権能として．」規定する。肌・C・CTPOrOBHtI：TeopH刃：rOCyZtapCTBaIinpaBa・   

rocIOpH3月aTM・，1949cTp・408また，ツーエ・ア・ヤンポリスカヤも「法関係紅おい   
て実現される主観的権利ほ権能として．の性格をもつ。したがって，権能は港関係に実現   
される市民の主観的権利」と考える。u・A・只MnOJI寧CIくa兄：O cy6もeIくTHBHbばnpaBaX   
COBeTCKHX rPa）ⅨZ（aH打HX rapaHTIす兄Ⅹ，C60pHHK＜BorIpOC以COBeTCKOrO rOQyZt・   
apcTBeHHOrOrIPaBa＞H3R・AHCCCP・m・，1959・CTPl160，‾な札同女史は主観   
的権利の性質に．ついて独自の見解をもつ。同女史はそれを「濱令に・ある条件に従って，   
直ち虹実現に着手しうる，あるいはすでに実現の段階に・ある当該ま体（市民もしくは法   
人）に属すべき現実に存在する権利」cでp・159として規定し，また他方権利能力を主   
観的権利の潜在的状態，主観的権利の発展段階の1つとして考える。スミ．ルノ．フは同女   
史も市民の権利能力と主観的権利の概念を混同していると云う。また彼は，同女史の主   
観的権利の潜在的発展段階と云うものが十分理解できない。特に，主観的権利が何らか   
の法事実と関連して発生する場合ほどうなのか。また権利能力の発生と主観的権利のそ   
れとにくいちがいが生ずるような場合にはどう考えるぺきなのか不明であるという。し   
かし，同女史はソビエト市民の権利には次の3つの発展段睦があると考えている。  

1 権利能力の段階。これは主観的権利の潜在的状態   
2い 法規上の一・定の法事実があり，また行為能力にもとずく市民自身の法律行為がある  
ことによる主観的権利の発生。ここで問題となるのほ，市民の法的状態を形成する諸  
々の主観的権利である。   

3．主観的権利の実現。すなわち，具体的法関係に・おける権能の段階。請求の段階。  
CTp－161  

（16）A”BnBeHeZtHKTOB：y王くa3…CTaでも月くCoBeTCKOerOCy且apCTBOⅡnpaBO＞1955r   
no・6lCTpl・19－K）nK・ToJICTO葺＝ KTeOPHHrIpaBOOTHOue＝H5I・H3ZL・nry・1959 
CTpl680CいHo㊥㊥e：yZ（a3”pa60Ta・CTph21－64なお，ヨッフ．ご・は註⑨の同セ 
例会の席上で，主観的権利ほ法関係の要素であるのかどうか，それほ法関係の外でも存在   
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せよ法規範によって主観的権利が設定されるとそれは先ず権利能力の要素とし  

て発生し，法事実が到来すること紅よって呟関係を通して実現されると考える  

点では共通している。   

こ．れにたいして，主観的権利は法関係を媒介として実現されるとほ限らぬと  

し，－・方の権利ほ．他方の義務に必ず照応するという説に疑問を投げかける論者  

がいる。スミルノフは以上の見解を批判する手がかりとして先ず従来よりそれ  

紅批判的なデ・エム・ゲンキンの説を紹介・検討しながらこれ紅若干の批判と  

修正を加える。スミルノフ理論の有力な根拠とみられるゲンキン説の紹介のま  

えにまず，同じ思考系列に・あると思われる論者のそれから順次はじめるととに  

する。   

主観的権利を法関係の要素としてのみ理解することの誤りを指適して，具体  

的法関係の外でもそれが存在しうることを実証しようとするこれらの論者ほ，  

権利が必ずしも義務と照応するとは．限らない例として，まず一方的意思表示の  

権利rIpaBOHaO且HOCTOpOHHeeBOJIeH31，兄BJle血e をあげその論拠にする。  

1．ェム・エム・アガルコフ   

彼は一方的意思表示の権利は，どのような場合にも法関係の当事者であると  

しうるかどうか，といった議論ほ容認されると述べている。くnpaBOBeZLeH以e＞1958r．  
no・2eTp・160   

なお，デ・ア・ケリモフは，主観的権利と権能の関係を次のように考える。「主観的  
権利は，法棒もしくは規範により規定され適法性を保障された性質のものであり，法  
的義務をおう着から当該行為を要求しうる権限ある人の可能な行為の準則である。とり  
わけ，ソビエトの法律文献で主観的権利の概念が具体的法関係の要素の1つとしての権  
能の概念と阿一儲されているこ・とを指摘しておかねげならない。だがこのような同一偲  
は次の理由からして誤って■いる。法関係ほ港規範実現の基本的方式の1つである。これ  

よりして，法関係の要素の1つとしての権能ほ一・走行為の可能性としてしかありえない  
のではなくして，法規範にしたがって客観的法で設定された主観的権利に従って実現さ  
れる行為そ・のものである0したがって，主観的権利ほ法関係の主体が具体的法関係にあ  
らわれるまでは権能として実現されないで可能性として存在しうるにとどまる。かくし  
て，権能は具体的法関係にあらわれる人の行為に・主観的権利を実現したもので挙る。」  
几A・KepHMOB：06ecnetzeHHe3aK？HHOCT朋〔BCCCPtr rocIOpH3月aT・皿：，1956cTp 
26 なお，法関係をめぐる論争についてほ，ツ．ェ・ア・ヤンポリスカヤとデ・エム・ゲン  
キシの説に注目されたい0＜CoBeTCKOerOCyRaPCrBOHrIpaBO＞1956rnOl3cTp  
132   

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



算38巻 第6号  556  －・此卜臍  

否とにかかわらず，どんな人に・もある。この意味において契約締結権，過言作  

成権と法定条件付－・一方的契約解除権，選択債権行使の権利の間に・は何ら原則的  
t17＼  

な違いはないと考える。   

2．エム・ア・グルピッチ   

彼の場合，－・方的意思表示の権利を「伝統的意味での法関係」の外におき，  

こ．のような権利として例えば選択債権，山方的債務解除権，婚姻・家族関係の  

取消権，国家機関の所轄事項の裁決権や賦課金をかす権利をあげる0彼はまた  

一・方的意思表示の権利には相手方の義務を伴わないのをその特色とするが，こ  

れと具体的義務を伴う主観的権利とを包括した「広義の法関係」といったもの  
（18）  

を構想する必要があると考える。   

3．エス・エフ・ケチユキャン   

彼の場合，法事実の存在があらゆる権利・義務発生の必須条件であるとは考  

えない。権利・義務とりわけ全市民にあたえられるような権利は，法事実がな  

くとも直接規範的法令から生ずるとして次のように述べる。   

「法関係の、発生（変更と消滅）には予め法事実が必要であるという命題は普  

遍的意味をもつとは思えない。ある場合には，法関係ほ計画法令や法律にもと  

づくその他の法令から直接発生する。例えば扶養料支払の義務ほ親族関俸・年  

令・労働能力喪失等々とい・つた必要な要件さえあれほ，直接法律から出てく  

る。国家機関の権利・義務ほ直接規範的法令から出て．くる。公務員の権利・義  

u7）m”肌小ArapKOB：065I3aTeJtbCTBa nOCOBeTCIくOMyrpa）柑aHCIくOMyrIpaBy・ytIe 
HbleTpyZLZ＾BHfOHIBhm・3u1940・CTP・69－－70これの批判は，6・C・AfrT以MbzlOB H   
K．A．rpaBe：CoBeTCKOeHaCJIeACTBeHHOerrpaBO・rOCK）pH3ZLaTl・M・，1955lCTp小   
62－63C…H・BpaTyCZ＞：Cy6もeKThIrpa〉ⅨZLaHCtくOrO npaBa，rOCfOpH3AaT軋，  
1950・CTpl7－10  

（18）m・A・rypBHq：K BOnpOCy O r［peAMeTe HayKtiCOBeTCKOrO rpa鑑RaHCKOrO   
rlPO工IeCCa，ytletlZ＾e3armCKHBHfOH，Bb－n・4n肌・，1955”CTp‖46「47・erO〉Ⅸe：   
npaBOIla KCtく，肌・一札1949‖CTp・・46 なお，グルピッチ説を批判して，ア・グェ 
・ミツケピッチは，・－・方的意思表示の権利ほ有権者が一・方的にその法律関係の内容を   
決定しうるところにその権利の特性があるだけであり，この権利が法関係の相手方を何   
も義務付けないとは云えない。したがって，「伝統的意味での法関係．」のなかへでも十   
分この権利を入れて考えることができると云う。A小Bい机HqKe別叩：yKa3・CTaTb兄   
くnpaBOBe几e相見e＞1958rnO」・1cTpl32   
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務は職務上順守している規則・訓令より直接出て：くる。法規範もしくはその他  

の規範的法令があらゆる市民に．付与するような権利を設定し■た場合に．も同じこ  

とが生ずる。この場合権利・義務ほそれに対応する行政法令やその他の個別的  

法令がなくとも発生する。例えば，ソ連邦患法界127条ほ．「ソ連邦の市民は身  

体の不可侵を保障される。いかなるものも裁判所の決定もしくほ検事の許可が  

なければ逮捕されることがない。」また同憲法第128条紅よると「市民の住居  

の不可侵および信書の秘密は法律紅よって＼保護される。．」この種の紘規範は何ら  

の法事笑なしに市民の権利と関係公務員の義務を生ぜしめる。このようなこ．と  

は，法親範から連接生ずる義務紅ついても云える。刑法は直接市民に法的義務  

（19） をかしている一」   

また彼ほ，法関係にいまだ実現されない主観的権利の設定を考えることがで  

きるとして∴次のように述べる。権利はその所有者がそれを行使していることと  

ほ関係ない。主観的権利とこ・の権利の実現とを混同してはならない。例え．ば，夫  

婦はソビ．エト法規範によって離婚の権利をもっているが，これを行使しなかっ  

たからと云って，その夫婦がこの権利をもたないことにならない。すなわち，  

権利の所有者が自己の権利を行使しなかったからといって，このことから権利  

そのものが発生しないというこ・とにはならないし，従Pてまた法規範が実現さ  
しごい）  

れないということにもならないという。要するに彼の場合も主観的権利が法関  

係を媒介妃して実現されるものとばかりみない。法関係の外でもそれを考えて  

いる。   

4． デ・，エム・ゲンキン   

彼はまず主観的権利の3つの実現型態を考える。  

① 法規範は法関係を通じて実現され，それほ相対的主観的権利となる。と．の   

場合主観的権利ほ法事実がある場合に発生し，法関係の要素となる。この主  

u9）C～軌KeqeKb兄H‥ npaBOOTHOHleHH；（B COllHaJmCTHtleCIくOM O6IleCTBe小 H3ZLu  
AH（：CCP．軋，1958cTp・169－170 なお，市民の権利にたいして不特定多数の人の   

義務が対応する場合，その権利は当該法関係における権能よりも広義のものであると彼   
は云う。CTp・151  

C20）C軋KetzeIくb兄H：yKa3pa60TaCTP・32岬33   

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



第38巻 第6号  558   －・ヱ2－  

観的権利に．法関係の他の参加者の義務が対応する。  

㊥．壬儲的権利は法規範の予定する法事実がある場合に港規範から直感発生す   

る。しかし，この場合そこ．には具体的人間相互間に具体的法関係の存在を必   

要としない。人間相互の法的関係がこ・のような型憩をとるのは，主観的権利   

に対応する義務が普遍的性格をもつ場合である。この場合の義務の性格は権   

利侵害を自制するという消極的なものであり，特定人との具体的法関係に支   

えられた行為といった積極的なものではない。かくしてこ・の場合，主観的権   

利は法関係の要素とほならない。（例え．ば所有権，著作権の場合）  

⑨ 主観的権利とこれに対応するすべて：の者の絶対的義務は，何らかの法事実   

がなくとも，法規範から直接発生することができる。このような法型態をと  

るのは②の場合とちがって，義務だけでなく主観的権利までもが普遍的性格   

をもつ場合である。（例えば，人格不可侵権，・その他の患法上の権利）この場   

合も法関係ほ発生しないし，したがって二主観的権利ほ法関係の要素とならな   
（21）   

い。   

ヌミルノフによれば，ゲンキンほ人間関係を法的に・規制する方法に・2種あっ  

て1法は人々の間に具体的法関係を設定するこ・とによっ′こそれらの関係を規制  

することもできるが，またそのような法関係を設定しなくとも人間の行為に直  

接反作用させることに．よって人間関係を規制することもできる。1・法関係を  

設定し七人々の行為に瀧規範を反作用させる場合ほ．，人々に・相対的主観的権  

利・義務を作り出す。（例えば，契約・果実の分離OT且印eHHe n刀0且OBといっ  

た法事実によってせずる主観的所有権など）2・またそれに直接的な法的反作  

用を加える場合は，絶対的主観的権利・義務を生ぜしめる（例えば，人格の不  

可侵・言論の自由・集会の自由といった一過の憲法上の政治的諸権利など）と  

考えるとみる。   

「絶対的主観的権利ほ多くの場合，法事実があることによ・つて貨ずるが，ま  

（21）且肌reHKHH‥npaBO CO6cTBeHHOCTHXaIくa6coJIrOTHOe Cy6beIくTHBHOe rIpaBO   
＜CoBeTCIくOe rOCy，環apCTBO H rrPaBO＞1958rり nO・6cTp”97－98   
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た法事尖がなくとも直接規範からも生ずると考えるぺきである」また「この絶  

対的主観的権利匹たいしすべての各市民がそれを侵害しないという義務が対応  

するが，これらの権利は直接ソ連邦憲法から生ずるのであり，その権利発生の  

ためには何らの法事実を必要としない。同時にこの権利は権利能力，すなわち  

主観的権利を取得する能力でほなく，憲法によりソビエト市民が取得する主観  
（22）  

的権利そのものである」とゲンキンはいう。   

ところでゲンキンのこのような見解の基底にほ，彼特有の主観的所有権の法  

的性格について：の理解があることに注意しなければならない。   

ソビ，エトでは従来主観的所有権とほ，所有主と不特定多数の人との法関係を  

内容とし，後者がそれを侵害しないという消極的義務をおう絶対権であるとい  

った定義がされ，これが著作権・発明権・親療の場合にも適用されていた。こ 

のような所有権概念に．たいする批判を起点にして上述のよ．うなゲン 

的権利論が展開されたわけである。主観的所有権の法的性質を正当に定義する  

にほ，先ず絶対的主観的権利一・般の概念を解明し，それと法関係の相互関係を  

分析しなければならないと彼は考える。主観的権利を法規範より直接生ずるも  

のとみ，それを法関係の外でも考えられるといった彼の見解も，′したがってこ  

の絶対的主観的所有権の法的分析と関連させて：考察しなければならない。いわ  

ば彼の場合絶対的主観的所有権の分析が絶対的主観的権利－・般の問題として検  

討されるのである。   

それでほ，何故主観的権利が法規範より直接生ずるのか，彼ほそれを次のよ  

うに考え．る。   

相対的主観的権利の特徴が，権利とこれに．対する特定人の義務からなる－・定  

（2功 几軋reHKHH：yXa3・CでaTb乱CTp・94しかし，ゲンキンも絶対的主観的権利の発生   

には法事実を必要としないとするが，若干の主観的政治的権利の発生にほ法事実の存在   

が必要であると考える。（例えば，出生児にソビエト市民権をあたえるには，その市民   

権をもつ両親から出生したという法事実が必要）彼ほ，どのような主観的権利の発生に   

も何らかの法事実が必要であるということ軋反対する。例えば，ソ連邦憲法欝125粂の   

言論の自由といった政治的主観的権利はどのような法事実に．よって発生するのか。この   

権利の普遍的性格よりして，その権利の発生に法事実は余計なものとなる。この権利は   

法律ですでに確認済みであり，法律から直接発生すると彼ほ考える。CTp・94－95   
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の具体的法関係を前提としているのに対して1絶対的主観的権利のそれは不特  

定多数の義務主体との不特定の法関係を前提にしている。－・体不特定数の義務  

的主体との法関係とは何であるのか。法関係ほ特定人の権利・義務がその内容  

となるという意味に‥おいて常に具体的でなければならない。ところが絶対的主  

観的所有権にみられるような不特定数の義務的主体との法関係とほ具体的法関  

係でほ．なくて，抽象的法関係であり，いわば－・般的行為規則を規定した客観的  

法規範以外の何ものでもない。エス・エフ・ケチ．ユキャンが「法関係とは常に  

特定人との問の具体的結び付きセあり，く抽象的＞法関係というものは法規範  
（23）  

以外の何ものでもない」といったのもこ．のことである。   

およそ人ほ何らかの物の所有主であり，相互に所有権の侵害を自制するとい  

う意味からすれば自己以外の他人と法関係にあるといえる。しかし，このよう  

な関係ほ一一・般的行為規則（客観的意味でほ．規範・法）紅すぎないのであって，  
（24）  

本来の法関係とほいえない。したがって，ゲンキンほ主観的所有権は何らかの  

法事実ある場合直接法規範から発生するものと考える。例えば，文芸作品に．た  

いする著作権は，著者と他人との法関係を内容とせず，著作という法事実さえ  

あれば，著作権法規範から直接発生するのであり，第3者との法関係の有無に  

制約されないとする。   

ゲンキンほまたヴ．ェ・クナップの「人民民主主義諸国の所有」・－チ∴ェコス  

ロバキヤ共和国の所有制度仙1954年刊（445ぺ一一汐）の批評のなかでも同様  

に．主観的所有権と法関係の問題を展開して次のように述べてい・る。   

「法紅よっ七所有者に国家との法関係が生じ，国家が＜眉らの支配力によっ  

て＞所有者にたいし他人とは無関係に物の占有・使用・処分の権利の事受を  

許与し，同時に所有者の主観的権利を侵害しないようにあらゆる他人を義務付  

ける。これは所有者とあらゆる他の人々との法関係ではなくて，所有者ならぴ  

（25） にそ・れ以外の他人と国家との法関係である」  

C23）C・◎・KetzeIくb兄H：HopMbr npaBa rlnpaBOOTHOI∬eHH5IくCoBeTCZくOerOCyAapCTBO   
招れpal和＞1955rり nO・2・C■rp・24  

朋，私刑reHK好打；y甲3・Cでaでb飢Cでp・92－93  

G25）＜CoBeTCIくOerOCyAapCTBOHnPaBO＞1955r．，nO・6cTp・129   
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このよう紅ゲンキンは法規範が人に反作用するのは，常に．法関係を通じて行  

われるとはかぎらないのであり，多くの場合適接的に反作用するとし，またケ  

チユキキンと同様に主観的権利・義務ほ法事突がなくとも法規範から直接発生  

すると考えるが，以上みてせた各々見解紅共通する一・般的特徴軋主観的権利を  

法関係のわくの外に引出して，・それを法関係の外で考察しようとする試みであ  

る。  

しかし，このような見解に．たいして－若干の学者は依然伝統的な学説を堅持す  

る。   

例えばア・グェ・ミツケピッチは「主観的権利概念の分析の場合，具体的主  

観的権利とその・一一・般的前提としての権利能力の間に・－遼の限界があることから  

常に出発しなければならない。この限界は一定の法規範を予定する法事実を前  

提とした法関係の発生の有無に．ある。このような前提条件なしには他の人たち  

（26） の義務を伴った具体的主観的権利をうんぬんできない」とし主観的権利の前提  

となる権利能力と具体的主観的権利の間に一・線を引く必要があると考え，また  

主観的権利の実現のためにほ権利の主体が－・定の具体的法関係に参加していな  

ければならぬとしてそれを法関係の外で考え．ない。（註④の本文参照）彼によ  

れば，ソピ・エト市屈の法的状態は．その権利能力に亭って規定されるのであっ  
（27）  

て，主観的権利・義務によってでほない。国家に／たいする権利としての市民の  

諸々の基本権を権利能力の要素としてしか考えない。   

これにたいして－，ユ・カ・トルストイほ．次のような折裳説をとる。   

「われわれも法規範，権利能力（法主体性），法事実，法関係，主観的権利お  

よび権能の相互関係にかんする伝統的見解を否認する十分な理由ほないと思  

う。いかなる主観的権利も法規範に規定された法事実の到来なしに偲直接法規  

範から生じえないム   

直接法律から発生する主観的権利の例として，普通ソビエト市民の憲法上の  

権利があげられる。ともかく，憲法上の権利ほ市民にそれに対応する権利能力  

㈲ A・B・肌叫Ke8椚：yKa3・CTaTb刃■CTpL・36  

（27）ero xe：yIくa3・CTaTh臥 CTp”34   
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（政治上・行政上・労働上などの）ある場合は，先ず最初に権利絶カの要素と  

して発生し，法に規定された法事実の到来した時に．のみ主観的権利の状態に．移  

行する。例えば，労働法上の成年になれば労働の権利が市民の側に法主体性の  

要素としてのみ発生する。市民が労働者もしくほ勤務員として，あるいほコル  

か－ズ・工業アルテリといった協同組合組織の－＼員として具体的法関係にあら  

われる時にのみ労働の権利は主観的権利となる。ソビエト市民の憲法上の権利  

を権利能力の要素としてみたからといって＼その価値が下ったのではなく，む  

しろ反対にすべての人に・たいして・その権利の普遍性と保障性が高まったといえ  

る。   

一定の状況下に．おいて法主体性の担い手が法定の範囲内でまたその手続にお  

いて権利の実現を当該機開もしくは他の市民が妨害したような場合にも主観的  

権利が発生しうる。市民の人格の不可侵権はそれが侵害されない間ほ，市民の  

政治的権利能力の要素として存在する。もしこの権利が国家機関や他の人たち  

によって：侵害された時に．は被害者の側に国家機関にたいして侵害された権利の  
（28）  

保護とその違法行為の排除を請求する主観的権利が発生する。」  

5．法規範・権利能力・法開陳・主観的権  

利の相互．関係にかんするスミルノフ説  

ところでスミルノフは既述のゲンキン説に基本的には賛成しながらも，彼の  

考えのある側面について若干の批判を加え．て：いる。すなわち，ゲンキンが法規  

′ 範を実現できるのは個々人間に．具体的な法関係を設定するとか，また一定の法  

事実を通してこなしうるだけでなく，絶対的主観的権利・義務を直接設定するこ  

とによってもなしうもと述べているのほ正しいとし一ながらも，彼の次のような  

主張のある部分に．ついて：批判する。   

「法規範を実現するためには，個々人間に具体的法関係があることが必要か  

どうか，またあれこれの法事実の存在が必要かどうかの問題ほ，その法規範が  

C28）K）・K・ToJZCTO葺：KTeOpm王npaBOOTHOⅢeIⅢ兄Ir H3几JIrW・1959小CTp・71－72   
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規定する主観的権利とそれ軋照応する消極的義務の一腰性によって決定され  

る。主観的権利も消極的義務も・－・般的な場合は法関係も法事実も不要となる0  

消極的義務だけが一腰的な場合，法関係ほ必要でなく，当該の具体的人に主観  

的権利を発生させる法事実のみが必要となる。義務が積極的性質をもつ場合，  

あるいは消極的義務が特定人虹だけかせられるよう 
（29）  

に．ほ常に．法関係が必要となる」   

そしてスミルノフは法規範の規定する義務が消極的なものでなく積極的性質  

をもつ場合，法関係の設定なくして法規範を実現できないといったこのような  

ゲンキンの見解は，人格の不可侵・言論の自由・集会の自由などの政治的主観  

的権利ならびに労働の権利・教育をうける樫利などの社会的・経済的主観的権  

利を規定した法規範には全く適合しないとする。   

彼はこ．のような権利を規定した規範が専ら必ず法関係を通して実現されね㌢ま 

ならないということにはならない。このような権利を実現するためには，これ  

らの市民の権利を充足させる社会主義組織の－・般的積極的義務を設けることに 

よって∴達せられるのであり，消極的義務だけ，すなわち権利侵害を抑制するこ  

とだけでほまだ十分でないという。   

労働の権利ほ特に市民を労働に参加させる社会主義組織の法上の積極的義務  

がそれ庭．対応するからこそ，ソ連邦市民の有効な現実的権利となるのである。  

しかし，市民紅労働の権利を附与することと，市民を労働に参加させる社会主  

義組織の一腰的義務を設定す・るここと，・そのことだけで両者の間に法関係が発生  

したことにはならない。この場合労働の権利を何らかの社会主義組織との具体  

的法関係のなかで実現したいという市民の希望とか意思のある時に．彼に．その現  

実的可能性が設定されるとしかいえない。したがって，スミルノフの場合労働  

の権利ほその実現の－・般的積極的義務をおう社会主義組織常たいしてその権利  

の主体たる市民がそ・の実現を希望さえすれば，現実的可能性が自動的に発生す  

ることになる。  

但功 几〃LreHK拷H：yIくa3いCTaTb兄‖CTp…98   
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ここから披特有の法規範・主観的権利・法関係の相互関係についての肥え方  

が出てくる。  

「すなわち，法規範（客観的法て）ほ先ず最初に・主観的権利を設草するという  

型で実現される。法関係ほ主観的権利を実現サーる過程で発生する。かくして，  

ソビエト市民の主観的権利についでいう場合，実際にほこれらの権利ほ現実に  

可能な現実性としで，また実現される現実性としてあらわれることを考えねば  

ならない。けだしどのような場合にも，われわれほ有効な現実的な主観的権利  

（3（〉1 を問題にするのである」   

ところで労働の権利を主観的権利として把えるのはスミルノフだけでなく他  

にもみられるが，彼らの多くほ権利能力ほ法関係であるとみる限りに．おいてそ  

う考えるのである。例えばグェ・エ・ヌ・クドリヤフツ．エフは，ソビエト憲法上  

の労働の権利・教育をうける権利・その他の市民権ほ主観的権利であり，した  
（Sl）  

や；って権利能力は特殊な法関係であるという0   

エム・ぺ・カルプーシ∵ンも これと同じ見地からして，権利能力と法関係との  

関係を次のように説明する。   

「グェ・，エヌ・クドリヤフツェフの説ほ正しいと思う。権利能力は特殊な法  

関係である。人を権利能力ありと認定する羊・とほ，その人をしてト他人との関係  

において－一足の法的地位におくことになる。権利能力ある人ほ種々の法関係に  

立入る権利をもつ。すなわち，法原則にもとづいて他人と自己の関係を設定す  

る権利をもつ。かくして，権利能力は何よりも先ず国家があらゆる他人に 

たいして権利能力の実現と利周の妨害をしない義務をかすととによって保証す  

る一億行為の法的可能性としてあらわれる。権利能力が所有の法関係に似てい  

るというのほ，所有主に尭いしてと同じようにあらゆる他人が権利能力ある人  

たたいして義務的になる点である。権利能力ほ基本的な第1次的な法関係であ  

る。権利能力ほ人が他の法関係－この法関係は本質的にほ権利能力の実現の  

（30）0・B′CMHpHOB：′yKa3lpa60TaCTp13p14  
61）B”H′KyEP5IBIleB：IOp軋野川eCZ（a兄npHpOAa HCylqHOCTbOCr［OBHbIXrIpaB rPaX・   

几乱射貯柑CCCP・C60PHJ4ⅩHayqHbrXpa60TCJTyⅢaTeJre録氾p乱射川eCKO葺AlくaAeMHH，   

BⅢn…I PHO B‡OA，1948 
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寵果であるが－一一－の参加者になるための必須要件である。この点でも，権利能  

力は所有主の法関係にイ以ている。こ．の法関係ほ交換・贈与・売買といった・・・－・遵  
（82）  

の法関係に人が現われるための必要な要件である。．」   

カルプ・－レンも労働の権利を主観的権利としてみるが，この場合権利能力と  
（33）  

同一・祝して1それを法関係の外でみない。このような主観的権利と権利能力の  

混同にたいするスミルノフの批判ほ既に紹介したのでここで再言しない。ただ  

彼がカルプ－・ジンの「労働上の権利能力（あるいは権利能オー・般）を権利能力  

ある人格や所有主に．たいして，あらゆる他の人格が義務的になるような所有の  
（34）  

法関係軋似た特殊な法関係として：みようとする試みは注目に値する」とのべて  

いるのほ彼のゲンキン的思考と若干関連して興味がある。   

しかし，次に億利能力と法関係を同一視するカルプ」－シシ説を批判しながら  

スミルノフは独自の権利能力論を展開してこいく。権利能力もしくほ法主体性  

（権利能力と行為能力の総体）も要するに・，国家が常に主観的権利を取得する  

可能性を保証して：いるというこ．とである。この場合このような可能性を設定す  

ることほ国家のみに依存しているのであって，どのような個人にもよらない。  

したがって，スミルノフに．よれば権利能力ほ．人と国家との関係であって，法関  

（85） 係でみられるような人と具体的人との関係でほない。権利能力とほ要するに国  

02）肌・nl，KapnyulHH：CoI頬aJrHCTHtleCIくOe TpyAOBOe rIpaBOOTrrOuIeHHel・rOCIOpH3－   

Aaで・1958・CTp・77－78  

脚 「労働上の権利能力とは労働の質と塵に従って支払われる能力に応じた労効を受取る   
権利である」肌・nlKapnyuHH：yKa3…pa60Ta巾 CTp・84  
錮 0・B・CMHPHOB：yIくa3りpa60Ta・Cでp・14  

錮 スミルノフは権利能力を人と国家との間の特有な継続した関係として湾察する試みが   
すでにソビエト法律文献でみられるが，誰もこのような関係を法関係とみようとほしな   

かった。しかし，これ紅ほ注目しなければならぬとする。例えば，その1人であるエヌ  

・ゲ・アレクサンドロフは次のようにみる。「権利能力とは人と国家の間の特殊な継   
続した関係であり，この関係は法規範の予定した事実上の条件ある場合に，人が何らか   

の型の法関係の参加者となる可能性，すなわち何らかの権能をもち，何らかの義顔をお   

う可能性を生じさせるものである。権利能力ほ国家が人にたいして．みとめた何らかの権   

能と法的義務の主体となる能力である。人と国家との関係の外で権利能力はないし，ま   

たありえない。権利能力の内容と範囲ほ法紅よって当該機利能力ある主体が参加者とな   
りうる法関係の範囲庭．よってこきまる。人と国家との関係である権利能力ほ常に階級性を   
もつ．」H・r・AJleKCatI几pOB：3aI（0Ⅰ‡HOCTbHnpaBOOT壬‡0工HeEm兄BCOBeTCKOMO6uleC－   
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家が人を権利の主体として認めることにほかならない。   

ところがカルプ－シ∵ンからみると，例えばAを権利の主体として認めること  

ほ，A以外のあらゆる他人BCDがAの権利能力の利用と実現を妨げない義務  

をうみ出すことに．なり，したがって「権利能力は法関係以外の何ものでもないこ  

とに．なる。しかし，スミリレノフはこの場合，このような義務がA以外の他人B  

CD軋生ずるのほAが権利能力ありと認められているからでほなくて，Aが法  

規範によって二主観的権利の所有者に．なるからである。すなわち彼ほこの場合，  

実現や利用を妨げないというのほ．権利能力托ンついでではなく，人の主観的権利  

に．ついていわれていると考える。   

スミルノフほ．，権利能力ほ人と国家との関係であり，法関係の型態としてあ  

るのではなく，法的状態の型として－B¢opMe rIpaBOBOrOCOCTO兄H即ある。し  

たがって－，権利能力ほ．法関係に．みられるように・相互に対応する権利・義務をそ  

のなかに含んではいないと考える。   

オ・、エス・ヨツフ．ェのいうように，国家と人との継続した関係としての権利  

能力もしくほ彼のいう法主体性は，たしかに・当該人間に許されている行為の1  
〈S8）  

つの可能性あるいは準則としてしか考えられない。しかし法関係（ヨツフェの  

場合は主観的権利）の内容に．は常にそのなかに当該人間が一・定の行為をなす可  

能性と同時に．他の義務的人間に一足の行為を要求する可能性も含んでい云とス  

ミルノフは考え．る。   

そこ．で彼は結論として次のように定義する。権利能力と法主体性は国家が  

設定した主観的権利と義務をもつ人の能力であり，これらの2っのものほ．権利   

TBe・rOCIOpH3RaT・Nl・，1955・CTp．134－135・erO Xe：TpyAOBOe rIpaBOOTfrOul・   
eHHe，K）pH3Z（aT・1948，CTp・、134  

（姻 「州法主体性の本質は国家と権利主体の継続した関係である。反対に主観的権利は   

国家のみならず義務的人間との関係である。私確，これによって，法主体性と主観的権   

利の概念の区別ができると思う。人と国家との継続した関係としでの法主体性は当該人   
間に許された行為の1つの可能性あるいは規準に外ならない。主観的権利はそのなかに   

義務的人間の許された行為の準則だけでなく，その人間より一定の行為を請求する可能   

性も含んでいる」0・CHo¢4）e：CnopHZire BOrZpOCbrytlerrH兄O rIpaBOOTHOuIeHHH，   

＜OtrepKⅢrtO rpaXLtaHCKOMyr7PaBy＞H3，qlJ汀y・1957・CTp60   
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取得の前提となる。主観的権利とは人が取得し，利用（実現）する現実紅ある  

有効な権利であり，それは．法事実の有無にかかわらず客観的法規範によって発  

し3丁＼ 生るす○  

87）0B・CMHpHOB：yZくa3‖pa60TaCrp・15－16   
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